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  以上のことを踏まえ、本研究では次のことを目的とした。 
 





・戦略更新時の感度解析にパラメータ n を組み込むことで、n 人の同業者による競合を表現でき
るモデルへの書き換え   














第 2 章  モデルの概要 






















図 2-1：DNE21 における 10 地域 9 
 
 
表 2-1：DNE21 における 10 地域 
Region1  北アメリカ 
Region2  西欧 
Region3  日本 
Region4  オセアニア 
Region5  計画経済圏アジア 
Region6  その他アジア 
Region7  中東・北アフリカ 
Region8  サハラ以南のアフリカ 
Region9  中・南アメリカ 
Region10  ロシア・東欧 
 
                   表 2-2：各地域間の海上距離（1000km） 
  Region1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 
Region1  0  6  7  12  8  9  9  9  8  6 
2  6  0  1  17  0  0  0  5  9  0 
3  7  1  0  8  1  6  10  13  19  1 
4  12  17  8  0  8  9  15  15  14  7 
5  8  0  1  8  0  0  9  12  18  0 
6  9  0  6  9  0  0  4  8  13  0 
7  9  0  10  15  9  4  0  0  10  0 
8  9  5  13  15  12  8  0  0  6  0 
9  8  9  19  14  18  13  10  6  0  10 




                     表 2-3：各地域間の陸上距離（1000km） 
  Region1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 
Region1  0  1  0  3  3  3  1  1  1  2 
2  1  0  9  0  8  7  3  0  0  2 
3  0  9  0  0  1  0  0  0  0  7 
4  3  0  0  0  1  2  0  0  0  8 
5  3  8  1  1  0  4  1  1  1  6 
6  3  7  0  2  4  0  1  1  1  6 
7  1  3  0  0  1  1  0  4  0  3 
8  1  0  0  0  1  1  4  0  0  6 
9  1  0  0  0  1  1  0  0  0  2 












  目的関数                              (式 2-1)   
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Region 間での取引には、大きく 2 通りの取引方法が存在し、品目ごとにその取引方法が定められ
ている。以下にその詳細を示す。 
 
  まず 1 つ目の方法が、Region－Region間で直接取引される方法である。上記の品目のうち、①
水素、②天然ガス、③回収されたCO
Region－Region間で直接取引されるもの 







                                       (式 2-3) 
   
 








図 2-3：Region-Region 直接取引の様子 
 
 
国際市場取引によって取引されるのは④原油、 ⑤石炭、 ⑥メタノール、 ⑦CO
国際市場取引によって取引されるもの 
2排出権 （市場１） 、












t n i t n m i Xrimp Xr
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t n i t n i Xwimp Xw14 
 
2-2．DNE21 モデルのマルチエージェント化 


















  目的関数                                 (式 2-5) 
 
  制約条件式                                (式 2-6) 
 




min → } + ) ( { =∑ n n n x w x
n n f J



































  生産者余剰（緑色） 
 
  消費者余剰（青色） 
 
d d x w x -u 2 + ) (
d d x w x g 1 + ) (16 
 
と表せる。この二つを足し合わせたもの 


















報酬関数                             (式 2-7) 
 
        
      fn
      x
：第n地域（エージェント）のエネルギーコスト関数 
n
      T
：第n地域（エージェント）の変数列ベクトル 
n
      e
：地域間の制約条件式における第n地域（エージェント）の行列成分 
n













) - ( ) ( - = n n n e x x n n n n T λ f R ＋
d d d x w w x -u x g ) + ( + ) ( ) ( 2 117 
 
2-3．DNE21 モデルのマルチエージェント化の細分化 




  モデル内に表 2-5 に示す様なエージェントを定義した。 第n地域内の変数ベクトルxnを変数の持
つ意味ごとに分類し、第iエージェントごとに変数ベクトルxi
 
を作る（図 2-6 参照） 。各地域に 11
種類のエージェント（事業者）を定義し、それぞれが意思決定を行うものとなる。 
    表 2-5：エージェントの種類と各エージェントが考慮する変数 
エージェントの種類  エージェントが考慮する変数(コスト) 
石油業者  原油の輸出入、生産におけるコスト 
製油プラントの建設コスト 
石油の域内販売での利益 
石炭業者  石炭の輸出入、生産におけるコスト 
石炭の気化、液化プラントの建設コスト、 
石炭、気化石炭、液化石炭の域内販売での利益 
天然ガス業者  天然ガスの輸出入、生産、gas splitting プラント建設のコスト 
天然ガス、水素の域内販売での利益 
水素業者  水素の輸出入コスト 
水素の域内販売での利益 
メタノール業者  メタノールの輸出入、生産におけるコスト 
メタノール精製プラント、ガソリン精製プラントの建設コスト 
メタノールの域内販売での利益 
バイオマス業者  バイオマスの生産におけるコスト 
バイオマス気化、液化プラントの建設コスト 
バイオマス（気化、液化含む）の域内販売での利益 
電気事業者  各種燃料での発電コスト 
発電プラントの建設コスト 
電力の域内販売での利益 
消費者  各種燃料、電力の購入コスト 

















































































































































































































    





































                                       (2-1) 
            
  λ’t    
       Xwexp’



















  まず石炭の地域内取引を表す制約条件式は（式 2-8）である。 





                                        (式 2-8) 
       Xwimpt,n 
              Xexha
：t時点における第n地域の石炭輸入量変数[MTOE/year] 
g,t,n 
              Xwexp
：t時点における第n地域のグレードgの石炭生産量変数[MTOE/year] 
t,n 
              tdloss    ：地域内輸送によるロス率定数[%] 
：t時点における第n地域の石炭輸出量変数[MTOE/year] 
              Xiucoali,t,n
              demand
：t時点における第n地域内の石炭消費量変数(i=0:発電需要(ピーク時)、
1:発電需要(中間時)、 2:発電需要(オフピーク時)、 3:IGCC発電需要(ピ
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  （式 2-10） 
 
電気事業者の利得は石炭の各発電による消費量にシャドープライスを乗じたものとなる。電気

















内取引による利得は 0 である。 
 










n t i n t Xiucoal
tdloss
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   報酬関数 
                                      （式 2-11） 
      Rn,i
      f
：第n地域の第iエージェントの報酬関数 
n,i
      x
：第n地域の第iエージェントのエネルギーコスト関数 
n,i
      A
：第n地域の第iエージェントの変数列ベクトル 
n,i
      b
：地域内の制約条件式における第n地域の第iエージェントの行列成分 
n,i






      e
：地域間の制約条件式における第n地域の第iエージェントの行列成分 
n,i










また、全エージェントの報酬関数を足し合わせると、第 2、3 項が打ち消しあい 
 















































min → ) ( =∑∑ ,
n i
i n f J i n, x
b Ax ≥
) - * ( ' + ) - * ( *) ( - = , , , , , , , , , i i i n n i i i n n i i n i n T λ b A λ f R n n n n n e x x x ＋
min → } + ) ( { =∑∑ ,
n i
i n f J i n, i n, i n, x w x
b Ax ≥25 
 
第 3 章  感度解析による戦略決定 
 

































































  戦略ベクトルの更新により、最適化問題の目的関数が変化し、最適均衡解 x*が変化し x*+δx に
なったとする。このとき戦略ベクトルの更新値 δw と最適均衡解の変化分 δx との関係を解析的に












                                      (式 3-1) 
                                      (式 3-2) 
 








) ( ) - 1 ( + ) ( ≤ } ) - 1 ( + { 2 1 2 1 x f θ x f θ x θ x θ f
1 ≤ ≤ 0 θ28 
 
       
Kuhn-Tucker条件式 
目的関数                             (式 3-3) 
       
制約条件式                            (式 3-4) 
 
  に対するラグランジュ関数は（式 3-5）で定義される 
 
                                       (式 3-5) 
      λ：ラグランジュ乗数ベクトル（シャドープライスベクトル） 
   
これを偏微分することにより得られる次の Kuhn-Tucker 条件が最適性の必要十分条件となる。 
 
                           （停留点条件）        (式 3-6) 
                           （実行可能性）       (式 3-7)   
                         （最適性〔非負条件〕 ）    (式 3-8) 
                           （相補性）         (式 3-9) 
 
停留点条件は最適均衡解 x が計画問題の局所最適解であることを保証し、実行可能性はその最















   
 
min → ) (x f
0 ≥ ) (x g
) ( - ) ( = ) , ( x λ x λ x
T g f L
0 = ) (
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0 ≥ ) ( = ) , ( ∇

















                                       (式 3-10) 
              
Q：二次近似行列 
             c  ：線形係数ベクトル 
             w：戦略ベクトル 
 
また制約条件式はスラック変数 s を導入し、以下のようになる。 
   
                                       (式 3-11) 
   
さらにラグランジュ乗数 μ（リデューストコスト）を加えたラグランジュ関数を用意する。 
 
                                       (式 3-12) 
 
以上を用いて、先の Kuhn-Tucker 条件を書き直すと 
 
                                       (式 3-13) 
                                       (式 3-14) 
                                       (式 3-15)    
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s b x λ x










  上記の Kuhn-Tucker 条件を用いた、戦略ベクトル更新の際の感度解析を考える。戦略ベクトル
を更新することで、最適性の必要条件である（式 3-13）も変形する。戦略ベクトルを Δw だけ更
新し、 




                                       (式 3-18) 
                                       (式 3-19)   
                                       (式 3-20)   
                                       (式 3-21)   
 
となったとする。各変数は微小変動後も最適均衡解となっているはずであるから、Kuhn-Tucker
条件を満たすはずである。 そこで Kuhn-Tucker 条件式に （式 3-18）～ (式 3-21)を代入し、 元の式 （式
3-13）～（式 3-16）を引いて整理すると、各変数の微小変動に対する Kuhn-Tucker の必要十分条
件式が導出される。 
 
                          （停留点条件）      (式 3-22) 
                          （実行可能性）      (式 3-23) 
                               （非負制約）      (式 3-24) 
                           （相補性）       (式 3-25) 
 
（式 3-22）に関して、Δx の二次の項は十分小さいとして線形近似を行っている。 
戦略ベクトルの更新成分 Δw と最適均衡解の更新成分 Δx はこの式によって関係づけられる。 （式
3-22）～（式 3-25）を各変数の微小変動項に対する連立方程式と見なし、解くことによって解析
的に Δw と Δx の関係を導くことができる。この Δw と Δx の関係を解析的に得ることを本研究で
は感度解析と呼ぶ。 
 









0 = ) + )( + ( , 0 = ) + )( + (
0 ≥ + , 0 ≥ + , 0 ≥ + , 0 ≥ +
0 = -
0 = - - +
Δx x Δμ μ Δs s Δλ λ
Δs s Δλ λ Δμ μ Δx x
Δs Δx






  Kuhn-Tucker 条件式から得られた各微小変動項に関する関係式を用いて、以下の最適化問題を
考える。 
 
   目的関数                                (式 3-26) 
 
  制約条件式                               (式 3-27)   
                                       (式 3-28) 
                                       (式 3-29) 
                                       (式 3-30) 
                                       (式 3-31) 
 
 
                                       (式 3-32)   
            
wi,p
           R
：第iエージェントの戦略ベクトル更新成分（第p成分） 
i
           α：報酬関数の更新割合[%] 
：第iエージェントの報酬関数 
            ｚ：保険変数 
           xi




制約条件式の（式 3-27）～（式 3-30）がKuhn-Tucker条件式を表している。それぞれ（式 3-27）
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0 0 0 0













線形であり、必ずしも傾きが一定ではないためである。この場合、 （ 式 3-32）の報酬関数の更新割





図 3-4：最急降下法による報酬関数の改善   
 





3-2-5．計算フロー   





の 2 つの最適化問題を解くことになる。プログラム全体での計算フローを以下に示す。 






















           
 
min → ) ( =∑
i
i f J i x
b Ax ≥
) - * ( ' + ) - * ( *) ( - = i i i i i i i i i T λ b A λ f R e x x x ＋
min → } + ) ( { =∑
i
i f J i i i x w x
b Ax ≥35 
 








  以下に日本国内のエージェントのみが戦略をとったケースの計算結果を示す。 2010、 2020、 2030
年の 3 時点を対象とし、以下のCO2
 





                 ※各年次のCO2
 
排出量上限比(2000 年比) 
  2010 年  2020 年  2030 年 
北アメリカ  なし  93%  93% 
西ヨーロッパ  92%  92%  92% 
日本  94%  94%  94% 
オセアニア  なし  108%  108% 
計画経済圏アジア  なし  なし  なし 
その他アジア  なし  なし  なし 
中東・北アフリカ  なし  なし  なし 
サブサハラ以南のアフリカ  なし  なし  なし 
ラテンアメリカ  なし  なし  なし 
旧ソ連・東ヨーロッパ  100%  100%  100% 
 
 
    表 4-2：感度解析時の更新割合 α[%] 











     a：国内の石油価格                 b：国内の天然ガス価格 
 
   













               a：石油業者 
 
               b：天然ガス業者 
 
 
                    c：石炭業者 38 
 
   
                    d：電気事業者 
 
 
             e：消費者 
   
                      f：水素業者 


















          図 4-3：日本国内の総エネルギー供給量 
※3 時点の供給量の総和 
 
     図 4-4：日本国内の資源別発電量 




















うになると考えられる。 本モデルでは 10 地域 11 エージェントを想定しておりこれだけですでに合計
110 人のエージェントが存在する。これ以上エージェントを増やすことは、変数を増やし解くべき最
適化問題の巨大化を意味する。 例えば 2 人ずつ同業者を想定するだけでも変数の数は 2 倍となり、 問
















   
  同一地域内の各事業者の人数をそれぞれ n 人ずつにし、競合させる世界を考える。モデル内の
エージェントの人数を n 倍にすることでこれを表現しようとすると、それに対応するように変数
x の総数も n 倍に増やす必要があるため、プログラム自体が極端に重くなってしまう可能性があ
る。また、同業者の人数である n の値を変える度に、モデル自体の大きさも変化させる必要があ








      図 5-1：変数を増やすことで n 人の同業者の存在を表現した場合 








+ + + + + + + = →
+ + + + =
, , 2 , 2 , 1 , 1 , 2 2 1 1
2 2 1 1
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p p
x c x c x c x c x c f





題に n をパラメータとして組み込むことで、同業者が n 人いる状況下での最適戦略更新ベクトル
を各エージェントが得られるようにする。各エージェントは戦略選択の時だけ、同業者の存在を








  まず変数 x を 
  ⅰ．戦略を取るエージェントのもつ変数 
  ⅱ．戦略を取るエージェントの同業者のもつ変数 







          x：全変数ベクトル 








































   
       A  ：世界コスト最適化問題の制約条件行列 
       A
r
       A
  ：資源制約行列 
t
       A
  ：市場制約行列 
r
m













：その他の事業者に関わる市場制約行列成分   















A → = ] [44 
 














      b
r
      s
：資源制約式の右辺定数項ベクトル 
r










（式 5-1）（ 式 5-2）はそれぞれ、戦略をとるエージェントに対する制約条件式とその同業者１人





  各資源の市場取引（需給）のバランスを表す市場制約条件式は、以下のようになる。 
市場制約：市場全体での制約 
 
                                       (式 5-3) 
 
        b
t
        s
：市場制約式の右辺定数項ベクトル 
t
        λ
：市場制約式のスラック変数ベクトル 
t
         
：市場制約条件式に対するシャドープライスベクトル 





























m λ s b x x A x → 0 = + A + ) 1 ( + o




   












                                        
(式 5-6) 
 

























（式 5-4）（ 式 5-5）ともにエージェント 1 人に対する式のため、第 1 項をn倍し、局所最適点への






























































ジェント 1 人あたりを考える場合、傾きに対してn倍の補正が必要となる。 
 
5-3-3．相補性 
   
  変数 x の分離に合わせ分離されたラグランジュ乗数、スラック変数それぞれに対し以下の相補
性がかかることになる。 
 
                                       (式 5-7) 
                                       (式 5-8) 
                                       (式 5-9) 
                                       (式 5-10) 
                                       (式 5-11) 




























  前章で書き換えた Kuhn-Tucker 条件を用いて、感度解析の最適化問題を作成する。 
 
   目的関数                                (式 5-13) 
 
  制約条件式                                
 
(式 5-14)   
                                        
                                       (式 5-15) 
                                        
                                       (式 5-16) 
 
                                                                              (式 5-17 ) 
 
                                       (式 5-18 )   
            
                                                                              (式 5-19) 
 
                                                                              (式 5-20)   
                                                                              (式 5-21) 
                                                                              (式 5-22)   
                                                                              (式 5-23) 
                                                                              (式 5-24)   




                                                                              (式 5-26) 
 
           Ri
           α：報酬関数の更新割合[%] 
：第iエージェントの報酬関数 
            ｚ：保険変数 
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Δs Δx Δx
Δs Δx Δx
Δμ Δλ Δλ Δλ Δx
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0 ' 0 0 ' 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 ' 0 0 ' 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 ' 0 0 ' 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 ' 0 0 ' 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 ' 0 0 ' 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 ' 0 0 '
0 - 0 0 0 0 0 0 0 0 ) 1 - (
0 0 - 0 0 0 0 0 0 0
1
0
0 0 0 - 0 0 0 0 0 0 0
1
0 0 0 0
1 -
1
0 - 0 0 0 0
0 0 0 0
1 1
0 - 0 0 0
















































































m Δλ b x Δλ b x Δx λ λ x c49 
 
第 6 章  計算結果(2) 
 

















                 ※各年次のCO2
 
排出量上限比(2000 年比) 
2010 年  2020 年  2030 年 
北アメリカ  なし  93%  93% 
西ヨーロッパ  92%  92%  92% 
日本  94%  94%  94% 
オセアニア  なし  108%  108% 
計画経済圏アジア  なし  なし  なし 
その他アジア  なし  なし  なし 
中東・北アフリカ  なし  なし  なし 
サブサハラ以南のアフリカ  なし  なし  なし 
ラテンアメリカ  なし  なし  なし 
旧ソ連・東ヨーロッパ  100%  100%  100% 
 
    表 6-2：感度解析時のパラメータ 
想定する同業者の人数       n  10     [人] 
報酬関数の更新割合       α  0.5      [%] 
行列 Q に入れる微小項       q  0.5 
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       a：国内の石油価格               b：国内の天然ガス価格 
   
   
        c：国内の石炭価格               e：国内の電力価格 
 
             図 6-1：各資源の国内取引価格の遷移の様子 






       a：石油業者                b：天然ガス業者 
 
     
c：石炭業者                d：電気事業者 
 
   
         e：消費者                f：メタノール業者 
           図 6-2：日本国内の各エージェントの報酬関数(横軸は 10


























        図 6-5：日本国内の各資源による平均発電量 
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6-1-2．パラメータ n による影響 
 





それぞれ n=20、50、100 とした時の計算結果を以下に示す。なお n 以外のパラメータは表 6-2
の値を用いた。 
           
  n=10 のケース（前節参照）に比べ、各資源の価格上昇が抑えられているのが見て取れる。特に
石油価格は 2010 年時での価格上昇が半分ほどに抑えられている。 
n=20 人のケース   
   
      a：国内の石油価格              b：国内の天然ガス価格 
   
   
      c：国内の石炭価格               e：国内の電力価格 
 









   
      a：国内の石油価格              b：国内の天然ガス価格 
   
   
      c：国内の石炭価格               e：国内の電力価格 
 
             図 6-7：各資源の国内取引価格の遷移の様子 






n=50 のケースと比べほぼ変わりがない。これは n=50 の時点でほぼ完全競争市場状態になって
いるためと考えられる。 
n=100 人のケース   
   
      a：国内の石油価格              b：国内の天然ガス価格 
   
   
      c：国内の石炭価格               e：国内の電力価格 
 




ることができる。 また n=50 のケースと n=100 のケースでは、 取引価格にほとんど差が見られなか
った。n=50 人の時点で完全競争状態になっているため、n による影響がほとんどなくなっている
と考えられる。 








a：石油業者   
 
   




   
                d：電気事業者 
 
         e：消費者 







6-2-1．パラメータ n による違い 
   
世界の全てのエージェントのみが戦略をとったケースの計算結果を示す。n=2、10、20、100 の
3 パターンで計算を行った。なお計算回数は 20000 回とした。各パラメータ値は以下のようにし
た。q の値はより長期の計算と戦略をとるエージェントの種類が増えるため、日本のみのケース
に比べ小さい値を採用した。 
           
表 6-3：感度解析計算時の各パラメータ 
報酬関数の更新割合       α  0.5      [%] 






   
     a：原油の国際取引価格             b：石炭の国際取引価格 60 
 
 
     c：天然ガスの日本の輸(出)入価格 
 
  原油、 天然ガスの価格は減少し収束へ向かっている。 石炭の価格はあまり変化が見られない。  
n=10 のケース 
   
     a：原油の国際取引価格             b：石炭の国際取引価格 
 
 
     c：天然ガスの日本の輸(出)入価格 61 
 
n=20 のケース 
   
     a：原油の国際取引価格             b：石炭の国際取引価格 
 
 
     c：天然ガスの日本の輸(出)入価格 
 
n=100 のケース 
   










世界全体で戦略を取り合う場合、 n=10、 20、 100 のケースにおいて国際市場で取引が行われる原油、







   
a：原油の国際取引価格の収束値        b：石炭の国際取引価格の収束値 
 











二次係数行列 Q の対角成分で 0 となっている箇所に微小定数 q を入れることで疑似的に問題を解いて
いる。  しかしこの微小定数項は n 倍されないため、n の値が大きくなると Q 内に元からある値と微小
定数項との値の差が大きくなってしまう。感度解析問題における最適化問題では戦略更新項 Δw の二
乗和を最小とすることを目的としているため、Q の成分がなるべく小さい項における x を更新しよう
とすることが想像できる（図 6-12） 。n の値が大きくなることで戦略更新が微小定数項 q の成分へと偏
っていくことが考えられる。本来は 0 である q 成分の項への戦略が増えることで、理論的な挙動から
大きくずれて行ってしまったと考えられる。 
 
            a：n=10 での Q 内の様子 
 
b：n=100 での Q 内の様子 
 
Q 内の値が大きい成分の変数 x を更新すると Δw の更新値もおおきくなることが予想される （図
5-4 参照） 。ゆえに Q 内の値の差が大きくなると最適化問題の解として微小定数 q の成分への更新
が多くなる。q の値はもともと 0 であるためこの戦略更新を繰り返すことによって均衡解がずれ
てくると考えられる。 
 
図 6-12：完全競争状態に近づかなかった原因の考察 65 
 
n=100 のケースにおいて 2010 年の石炭価格のみが高くなっているのは、n=10、20 のケースに




   
図 6-12：世界の総石炭供給量 
 














計算に用いる生産コストは「通常×0.7」 「通常」 「通常×1.3」 「通常×1.6」 「通常×2」の 5 パタ







       表 6-3：石油、石炭、天然ガスの生産コスト 
               ⅰ：通常の生産コスト 
$/TOE  グレード 1  グレード 2  グレード 3  グレード 4  グレード 5  グレード 6  グレード 7  グレード 8 
天然ガス  36.36  95.59  150.74  198.53  231.62  279.41  338.24  716.91 
原油  44.12  113.97  161.76  220.59  268.38  330.88  419.12  816.18 
石炭  44.71  59.41  74.12  88.82  103.53  129.26  177.06  250.59 
 
            ⅱ：通常×0.7 の生産コスト    
$/TOE  グレード 1  グレード 2  グレード 3  グレード 4  グレード 5  グレード 6  グレード 7  グレード 8 
天然ガス  25.72  66.91  105.52  138.97  162.13  195.59  236.77  501.83 
原油  30.88  79.78  113.23  154.41  187.87  231.61  293.38  571.33 
石炭  31.30  41.58  51.88  62.17  72.47  90.48  123.94  175.41 
 
             ⅲ：通常×1.3 の生産コスト    
$/TOE  グレード 1  グレード 2  グレード 3  グレード 4  グレード 5  グレード 6  グレード 7  グレード 8 
天然ガス  47.27  124.27  195.96  258.09  301.11  363.23  439.71  931.98 
原油  57.36  148.16  210.29  286.77  348.89  430.14  544.86  1061.03 
石炭  58.12  77.23  96.36  115.47  134.59  168.04  230.18  325.77 67 
 
            ⅳ：通常×1.6 の生産コスト 
$/TOE  グレード 1  グレード 2  グレード 3  グレード 4  グレード 5  グレード 6  グレード 7  グレード 8 
天然ガス  58.81  152.94  241.18  317.65  370.59  447.06  541.18  1147.1 
原油  70.59  182.35  258.81  352.94  429.41  529.41  670.59  1305.8 
石炭  71.53  95.06  118.59  142.11  165.65  206.82  283.30  400.94 
 
            ⅴ：通常×2 の生産コスト 
$/TOE  グレード 1  グレード 2  グレード 3  グレード 4  グレード 5  グレード 6  グレード 7  グレード 8 
天然ガス  73.52  191.20  301.48  397.06  463.24  558.82  676.48  1433.3 
原油  88.24  227.94  323.52  441.18  536.76  661.76  838.24  1632.4 











   
     a：原油の国際取引価格             b：石炭の国際取引価格 68 
 
 





   
     a：原油の国際取引価格             b：石炭の国際取引価格 
 
 
     c：天然ガスの日本の輸(出)入価格 




   


























   
   a：2010 年時の原油国際取引価格        b：2020 年時の原油国際取引価格 71 
 
 
c：2030 年時の原油国際取引価格   
 
   
   
   a：2010 年時の石炭国際取引価格        b：2020 年時の石炭国際取引価格 
 




     











り行われなかったためであると考えられる。 しかしコストが 1 倍から増加したケースにおいて、 各エ
ージェントが定める余剰分（上乗せ額）はほぼ一定値に収束しているのが見て取れる。これは売り手




















            表 6-4：各資源の地域内取引平均価格 
※2010、2020、2030 年の 3 時点における各地域内の取引価格の平均値 
 
a：通常コストのケース  ($/TOE)      
Region  水素  天然ガス  石油  メタノール  石炭  バイオマス 
1  202  202  218  392  93  55 
2  128  80  132  337  51  32 
3  201  188  125  337  56  108 
4  187  60  121  331  51  30 
5  190  130  126  330  64  74 
6  290  124  129  332  63  74 
7  172  53  116  331  62  65 
8  167  75  120  330  51  36 
9  164  66  116  331  61  30 
10  212  46  116  331  52  30 
 
                           b：コスト×2 のケース($/TOE) 
Region  水素  天然ガス  石油  メタノール  石炭  バイオマス 
1  298  246  256  476  141  91 
2  273  130  184  444  98  44 
3  270  226  181  457  107  134 
4  259  94  177  445  98  31 
5  254  199  188  443  122  128 
6  278  185  184  451  117  100 
7  198  84  171  444  113  80 
8  226  103  176  444  98  51 
9  275  83  171  445  99  30 
10  241  83  143  444  98  30 
 








最後に生産コストを 5 倍にした時の石炭の国際取引価格を示す。 
 
生産コスト 2 倍における石炭の例によれば競合する代替エネルギーとの価格差が小さくなれば余
剰コストは同業者による競合による価格よりも小さくなると思われる。 生産コストを 5 倍にすること
でさらにバイオマスとの価格差が小さい時の価格決定を考察する。 
以下に生産コスト 5 倍での石炭の国際取引価格の収束値を示す。 （計算回数は 15000 回） 
 
   
 
図 6-17：生産コスト 5 倍時の石炭の国際取引価格 
 
 















    
表 6-5  ：各資源の地域内取引平均価格 
※2010、2020、2030 年の 3 時点における各地域内の取引価格の平均値 
 
Region  水素  天然ガス  石油  メタノール  石炭  バイオマス 
1  396  385  333  503  257  184 
2  274  247  293  475  215  125 
3  370  351  292  482  228  219 
4  249  201  287  463  215  98 
5  363  326  291  475  229  178 
6  368  309  301  482  230  183 
7  295  193  281  476  230  127 
8  257  193  285  469  216  106 
9  258  198  281  468  227  100 
















し、擬似的に市場における n 人の同業者による競合を表現できるモデルへの書き換えを行った。 




























  本研究を通して得られた今後の課題点を列挙する。 
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